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一 道府県知事が価格等並びに配分市町村及び配分価格等を決定する償却資産
１ 次に掲げる者が所有する鉄道及び軌道事業の用に供する償却資産（車両を除く。）

所 有 者

価格等並びに
配分市町村及
び配分価格等
を決定する道
府県知事

( 1) 津軽鉄道株式会社 青森県知事
( 2) 十和田観光電鉄株式会社 同
( 3) 弘南鉄道株式会社 同
( 4) 三陸鉄道株式会社 岩手県知事
( 5) 仙台臨海鉄道株式会社 宮城県知事
( 6) 秋田内陸縦貫鉄道株式会社 秋田県知事
( 7) 山形鉄道株式会社 山形県知事
( 8) 会津鉄道株式会社 福島県知事
( 9) 関東鉄道株式会社 茨城県知事
( 10) 鹿島臨海鉄道株式会社 同
( 11) 上毛電気鉄道株式会社 群馬県知事
( 12) 上信電鉄株式会社 同
( 13) 秩父鉄道株式会社 埼玉県知事
( 14) 東日本旅客鉄道株式会社（埼玉新都市交通株式会社が使用するものに限

る。）
同

( 15) 流鉄株式会社 千葉県知事
( 16) 新京成電鉄株式会社 同
( 17) 小湊鉄道株式会社 同
( 18) 京葉臨海鉄道株式会社 同
( 19) いすみ鉄道株式会社 同
( 20) 芝山鉄道株式会社 同
( 21) 千葉ニュータウン鉄道株式会社（新鎌ヶ谷総合指令所に係るものを除

く。）
同

( 22) 東葉高速鉄道株式会社 同
( 23) 成田高速鉄道アクセス株式会社 同
( 24) 多摩都市モノレール株式会社 東京都知事
( 25) 箱根登山鉄道株式会社 神奈川県知事
( 26) 相模鉄道株式会社 同
( 27) 江ノ島電鉄株式会社 同
( 28) 湘南モノレール株式会社 同
( 29) 伊豆箱根鉄道株式会社（大雄山線に係るものに限る。） 同
( 30) 北越急行株式会社 新潟県知事
( 31) 富山地方鉄道株式会社 富山県知事
( 32) 万葉線株式会社 同
( 33) 北陸鉄道株式会社 石川県知事
( 34) のと鉄道株式会社 同

( 35) 福井鉄道株式会社 福井県知事
( 36) えちぜん鉄道株式会社 同
( 37) 富士急行株式会社 山梨県知事
( 38) 長野電鉄株式会社 長野県知事
( 39) しなの鉄道株式会社 同
( 40) 明知鉄道株式会社 岐阜県知事
( 41) 樽見鉄道株式会社 同
( 42) 長良川鉄道株式会社 同
( 43) 大井川鉄道株式会社 静岡県知事
( 44) 伊豆急行株式会社 同
( 45) 伊豆箱根鉄道株式会社（駿豆本線に係るものに限る。） 同
( 46) 天竜浜名湖鉄道株式会社 同
( 47) 豊橋鉄道株式会社 愛知県知事
( 48) 名古屋臨海鉄道株式会社 同
( 49) 衣浦臨海鉄道株式会社（碧南線に係るものに限る。） 同
( 50) 愛知環状鉄道株式会社 同
( 51) 愛知高速交通株式会社 同
( 52) 三岐鉄道株式会社 三重県知事
( 53) 伊勢鉄道株式会社 同
( 54) 北勢線施設整備株式会社 同
( 55) 近江鉄道株式会社 滋賀県知事
( 56) 嵯峨野観光鉄道株式会社 京都府知事
( 57) 北大阪急行電鉄株式会社 大阪府知事
( 58) 大阪府都市開発株式会社 同
( 59) 阪堺電気軌道株式会社 同
( 60) 大阪高速鉄道株式会社 同
( 61) 大阪外環状鉄道株式会社 同
( 62) 神戸電鉄株式会社 兵庫県知事
( 63) 山陽電気鉄道株式会社 同
( 64) 北条鉄道株式会社 同
( 65) 奈良生駒高速鉄道株式会社 奈良県知事
( 66) 和歌山電鐵株式会社 和歌山県知事
( 67) 若桜鉄道株式会社 鳥取県知事
( 68) 一畑電車株式会社 島根県知事
( 69) 瀬戸大橋高速鉄道保有株式会社 岡山県知事
( 70) 広島電鉄株式会社 広島県知事
( 71) 高松琴平電気鉄道株式会社 香川県知事
( 72) 伊予鉄道株式会社 愛媛県知事
( 73) 土佐電気鉄道株式会社 高知県知事
( 74) 土佐くろしお鉄道株式会社 同
( 75) 西日本鉄道株式会社 福岡県知事
( 76) 筑豊電気鉄道株式会社 同
( 77) 平成筑豊鉄道株式会社 同
( 78) 島原鉄道株式会社 長崎県知事
( 79) 熊本電気鉄道株式会社 熊本県知事
( 80) 南阿蘇鉄道株式会社 同
( 81) くま川鉄道株式会社 同
( 82) 豊肥本線高速鉄道保有株式会社 同
( 83) 大分高速鉄道保有株式会社 大分県知事

〇 総 務 省 告 示 第 十 号

地 方 税 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 二 十 六 号 ） 第 三 百 八 十 九 条 第 一 項 第 二 号 の 規 定 に 基 づ き 、 地 方

税 法 第 三 百 八 十 九 条 第 一 項 第 二 号 の 償 却 資 産 を 次 の よ う に 指 定 し 、 平 成 二 十 四 年 度 分 の 固 定 資 産 税 か

ら 適 用 す る 。

な お 、 平 成 二 十 三 年 総 務 省 告 示 第 二 十 四 号 は 、 廃 止 す る 。

平 成 二 十 四 年 一 月 十 七 日 総 務 大 臣 川 端 達 夫
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